様式第１０（その１）（ 新事業転換事業）

補 助 事 業 概 要 書
事業概要　※ 書ききれない場合は、別紙（任意様式）で追加作成してください。
　　　　　
（１）事業計画名（30字以内）
	


（２）事業計画の概要（100字以内）
	


（３）事業内容の変化

	既存事業
	中分類番号
	

	
	分類項目名
	


▼
	新 事 業
	中分類番号
	

	
	分類項目名
	


（４）取組みの背景と目的
① 既存事業の概要
	


② 現状の売上等の実績
	
	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月

	売上高
	
	
	

	営業利益（所得）
	
	
	


③ 主な製品・サービス
	


	商品名
	単価
	利益率
	ターゲット

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


④ 現状の課題
	


⑤ 課題解決のための新事業の概要
	


⑥ 課題解決のための新事業の概要
	
	既存事業
	新事業

	製品・サービス
	
	

	対象顧客
	
	

	提供方法
	
	


本事業にて行う新ビジネスと、既存事業との違いに関してまとめてくださ
い。差異がない場合、新ビジネスとは認められません。
⑦ 新ビジネスの必要性・有効性
	


⑧ 新ビジネスの必要性・有効性（いずれかにチェック）
　　□ 既存事業の実施場所と同一である
　　□ 既存事業の実施場所と異なる
	実施場所
	

	電話番号
	


（５）補助事業の具体的な取組み内容

① 新ビジネスを実施する上での課題
	


② 課題を解決するための方法・設備投資等
	


③ 事業に要する経費
	
	名称
	金額
	内訳

	補助対象経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　 注）補助対象経費の単価が１０万円未満の場合は補助対象経費には計上できません
④ 期待できる効果・目標（定性目標）
	


⑤ 期待できる効果・目標（今後３年間の定量目標）
	
	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月

	売上高
	
	
	

	営業利益(所得)
	
	
	


　　上記の数値目標に関する具体的な根拠を以下に記載してください。
⑥ 導入スケジュール
	項目
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　発注・導入・開発・販売開始等のスケジュールを記載

⑦ 補助事業の費用対効果
	(A) 補助事業実施前の売上高
	

	(B) 補助事業実施後の売上計画(3年目)
	

	(C) 売上高増加額 （Ｂ）-（Ａ）
	

	(D) 補助金交付申請額
	

	(E) 補助対象経費予算額
	 

	(F) 投資金額の費用対効果 （Ｃ）÷（Ｅ）
	       


